
江ノ島観光地区における産業連関分析 

横浜国立大学 経済学部 

1725246 岡本進太郎 

指導教員 居城琢 

１．はじめに 

 近年、訪日外国人の増加に伴い観光公害が注目

されている。その代表格でもある片瀬江の島地域

であるが、果たしてどれだけその影響が住民の社

会に生じているのか。また、古くより湘南海岸は

海水浴の季節には多くの観光客でにぎわう場所

でありながら、鎌倉高校や七里ガ浜高校など、生

活の側面も強い地区である。そうした域内住民と

域外観光客からの需要がある江ノ島電鉄を軸と

して拡がる観光地区の産業構造はどのようにな

っているのか。それらを定量的に示すために、1 年

間の地域の財・サービスの取引関係を表した地域

内産業連関表を用いることにした。。 

 先行研究としては、過去に野崎(2016)が岐阜県

大垣市の、居城(2016)が山梨県都留市の産業連関

表を作成、分析している。今回は行政区分ではな

く、生活圏・商業圏の区分を設定し、藤沢市・鎌

倉市にまたがる地区を江ノ島観光地区として設

定した。行政の区分を越え、より詳細な範囲の地

域内産業連関表を本稿では作成、分析する。 

 

２．江ノ島観光地区の概要 

神奈川県入込観光客調査報告書(H29)によると、

月ごとの延観光客数の上位 3 月は鎌倉市が 1 月

4,973,449 人、5 月 1,958,942 人、6 月 2,647,060

人で、鶴岡八幡宮への年間観光客数は約

10,774,000 人である。対して藤沢市は 7 月

2,393,824 人、8 月 2,985,019 人、9 月 1,698,432

人で、湘南海岸・江ノ島への観光客数は約

8,485,000 人だ。季節や主要な観光地からその特

性が大きく異なる二都市が隣接している。 

東京駅と江ノ島は、直線距離で見ると京都大阪

間に相当することに加え、東京駅・横浜駅からは

電車の乗り換えが必須とされることから、良好な

アクセスとは言えない。鶴岡八幡宮のある鎌倉地

区へは JR 横須賀線を利用することで東京駅から

乗り換えをすることなくアクセスできる。また、

藤沢市には新江ノ島水族館や江ノ島、湘南海岸公

園といった老若男女問わず楽しむことの出来る

場所が多数存在する。対して、鎌倉市には鶴岡八

幡宮をはじめとする各寺社や鎌倉大仏があり、厳

かな空気感で落ち着いた時間を過ごすことの出

来る場所が多数存在する。こうした点から江ノ島

地区と鎌倉地区には訪れる人の目的に差異があ

ると考える。江ノ島地区と鎌倉地区は江ノ島電鉄

で繋がっているとはいえ、それらを一つの経済圏

としては考えにくい。 

そこで、江ノ島電鉄沿線の相模湾に面した海沿い

の地域を独自で江ノ島観光地区と設定して、江ノ

島電鉄の湘南海岸公園駅～稲村ケ崎駅に渡る海

沿いの６駅に渡る約 4km の区間における地域を

調査することにした。しかし、現行の行政区分で

は市単位の産業連関表が最小区分であるので、町

丁単位まで細分化した区分を組み合わせて、江ノ

島観光地区として設定した。(表１,図１) 

 

表１－江ノ島観光地区の町丁一覧 

藤沢市(湘南海岸公園駅,江の島駅) 

片瀬海岸 1,2,3／片瀬 3,4,5／江ノ島 1,2  

鎌倉市(腰越駅,鎌倉高校前駅, 

七里ガ浜駅,稲村ケ崎駅) 

腰越 1,2,3,4,5／七里ガ浜 1,2／ 

七里ガ浜東 1,2,3,4,5／稲村ケ崎 1,2,3 

 

図１－江ノ島観光地区の概要 

 



３．地域産業連関表の作成 

3.1 ノンサーベイ法 

前述の通り、本稿が対象とする藤沢市鎌倉市に

またがる地区の産業連関表は存在しない。産業連

関表の作成方法としては、サーベイ法、部分サー

ベイ法、ノンサーベイ法があるが、ここでは、ノ

ンサーベイ法を採用した。我々が一般的に目にす

るような地方公共団体が提供する産業連関表は、

公表されている一次統計を利用するだけに留ま

らず、様々なデータを多面的に収集するサーベイ

法によって作成されている。しかし、一般人がそ

れを行うにはコストや時間的な制約から難しく

現実的ではない。そこで、本稿の江ノ島観光地区

における産業連関表についても、既に行政機関に

よって公表されている統計のみを利用して作成

を行った。 

 

3.2 従業員数の推計と産業区分 

表の形式については、平成 23 年基準の神奈川

県産業連関表(13 分類)を基にして作成した。しか

し、従業者数の確定の際に利用した藤沢市、鎌倉

市の経済センサスによる産業区分が 18 分類と 19

分類であったこともあり、サービスに関する分類

については細分化して作成した。13 分類の「12 サ

ービス」が「学術研究、専門・技術サービス業」

「宿泊業、飲食サービス業」「生活関連サービス業、

娯楽業」「教育、学習支援業」「医療、福祉」「複合

サービス業」「サービス業」の 7 分類に分かれてい

た。そこから「学術研究、専門・技術サービス業」

「複合サービス業」「サービス業」の三区分につい

ては、今回設定した江ノ島観光地区の就業者数も

踏まえ、全体像を把握することを狙い「その他サ

ービス業」という区分を独自で設定し、そこに集

約した。(表２) 

13 分類の産業連関表では「11 公務」「13 分類

不明」と表される二分類については、本稿では含

まずに考えた。従業者数の確定の時点で経済セン

サスへの記載がなかったこと、小規模の地区であ

ることから分類が不明なほど複雑な産業がある

とは考えにくいこと、当該地区においてはいくつ

かの警察署交番はあるものの目立った役場等は

なく、産業区分として設定してまで域内生産額を

求める必要がないと考えたことから上記の判断

となった。 

以上より、江ノ島観光地区における生産額は

13 分類から「11 公務」「13 分類不明」を除き、

「12 サービス」を細分化した 15 部門での推計と

なっている。 

本稿で作成する産業連関表は上記のように、サ

ービスが細分化されたことで 15分類とされるが、

実際、その分類は複雑である。従って、ノンサー

ベイ法を利用するにあたり、私が 37 分類の統合

大分類と108分類の統合中分類のデータを組み合

わせて付表を作成、分析する。加えて、従業者数

のデータの年次にばらつきがあるが、藤沢市鎌倉

市ともに該当年次より平成 28 年に至るまで大き

な人口変動はなかったことから、従業者数につい

ては一律平成 28 年次のモノとみなして違和感は

ない。 

 

表２－域内産業連関表の作成にかかる産業区分 

 

 

3.3 産業連関表の作成 

 産業連関表の作成手順は①生産額の推計、②中

間投入・粗付加価値の推計、③最終需要部門と域

内需要・移輸出の推計、④移輸入の推計の順に行

った。(図２) 

 

(1) 域内生産額(C.T.)の推計 

①の域内生産額の推計については、従業者数の

確定から、平成 23 年の神奈川県産業連関表の県

内生産額×域内従業者数/県内従業者数をするこ

とで按分的に導出した。 



図２－産業連関表の作成手順 

  

 

(2) 投入係数表の作成 

②の中間投入と粗付加価値の推計における投

入係数の算出は、13 分類・大分類・中分類の枠組

みを超えて行った。神奈川県の産業連関表を組み

合わせて神奈川県価格評価表(15 分類)を作成す

ることで、神奈川県の投入係数表(15 分類)を作成

した。その投入係数を、①で按分した域内生産額

に乗じることで、江ノ島観光地区における、価格

評価表を作成した。 

 

(3) 最終需要の推計 

③の域内需要についてはそれぞれで手法が異

なるので以下に記載する。 

a.家計外消費支出：価格評価表における粗付加価

値の行和に神奈川県産業連関表の構成比を乗じ

ることで按分した。 

b.民間消費支出：神奈川県産業連関表の民間消費

支出に(江ノ島地区人口/神奈川県人口)を乗じた

ものを全体の合計とした上で、そこに神奈川県産

業連関表の民間消費支出の構成比を乗じて按分

した。 

c.一般政府消費支出：神奈川県産業連関表の一般

政府消費支出に(江ノ島地区人口/神奈川県人口)

を乗じたものを全体の合計とした上で、そこに神

奈川県産業連関表の一般消費支出の構成比を乗

じて按分した。 

【域内総固定資産形成(公的)については、本稿作

成の産業連関表で公務を除いて考えていること

から除外した。】 

d.域内総固定資本形成(民間)：神奈川県産業連関

表の総固定資本形成(民間)に(江ノ島地区従業員

数/神奈川県従業員数)を乗じたものを全体の合計

とした上で、そこに神奈川県産業連関表の総固定

資本形成(民間)の構成比を乗じて按分した。 

e.在庫純増：神奈川県産業連関表の産業別の在庫

純増額に(江ノ島地区生産額/神奈川県生産額)を

乗じて按分した。 

f.調整項：神奈川県産業連関表の調整項に(江ノ島

地区生産額/神奈川県生産額)を乗じて按分した。 

g.移輸出計：神奈川県産業連関表の移輸入額に(江

ノ島地区生産額/神奈川県生産額)を乗じて按分し

た。 

 

(4)移輸入額の確定 

 ④の移輸入については、基本的には域内生産額

と最終需要の差から求めた。一部部門では、神奈

川県の移輸入額に(江ノ島地区生産額/神奈川県生

産額)を乗じて按分した。 

 

(5)調整 

 f.調整項で再度、表のバランスを整えた。 

 

４．産業連関分析 

 ３．地域産業連関表の作成により、本稿で設定

した江ノ島観光地区における産業連関表(15 分

類)が完成した。ここでは、2 つの視点からその産

業連関表を分析、考察する。 

 

4.1 特化係数分析 

 まずは、江ノ島観光地区の価格評価表から、対

象地域について、個別の産業の生産額が、地域全

体の生産額に占める割合をみる。次に、対象地域

の生産額の値から構成比を比較することで、産業

別の特化係数が分かる。特化係数が１を超えた産

業は、比較対象地域(神奈川県全体)よりもその部

門の生産に特化している。（加えて、従業員比で生

産額を推計していることから、従業員数比率が高

い産業であるということもできる。）次ページの

表３に、江ノ島観光地区と神奈川県の各産業の特

化係数を記載する。(表３) 

表から分かるように、江ノ島観光地区は神奈川



県全体と比較して、「宿泊業、飲食サービス業」の

特化係数が際立って高い。これについては本稿の

仮説段階から予想しており、やはり観光業が江ノ

島観光地区の主要な産業であると考えられる。

「教育、学習支援業」についても同様に高い特化

係数であるが、「宿泊業、飲食サービス業」に匹敵

する高さであることから、江ノ島観光地区は生活

地としての側面も非常に強いと考えられる。特に

江ノ島電鉄鎌倉高校前駅の周辺は、近年観光公害

の影響が騒がれているが、そこに江ノ島観光地区

の経済が集約されていると考えて違和感はない。 

しかしながら、江ノ島観光地区という名で本稿

の産業連関表を作成したが、「宿泊業、飲食サービ

ス業」以外は比較的、日常生活における産業が高

い特化係数を示しており、外部からの収益が、観

光客に対して少ないと見受けられる。今後の江ノ

島観光地区が「商業」や「運輸」の部門で更に特

化係数を向上させることが出来ると考える。 

 

表３－江ノ島観光地区の神奈川県への特化係数 

 

 

4.2 スカイライン分析 

スカイライン分析とは、産業の生産額構成比・

域内需要・自給率・移輸入率を全て表したスカイ

ライン図による分析であり、宇多(2019)のスカイ

ラインチャート作成ツール「Ray」を用いて行う。

縦軸の 100%の高さまでは域内需要であり、それ

を超える部分が移輸出である。任意の部門におい

て、縦棒を下から見た際、赤線で囲まれた部分が

自給部分であり、全体に占めるこの部分の割合が

自給率となる。縦棒を上から見た際、赤線までの

部分が移輸入部分であり、全体に占めるこの部分

の割合が移輸入率となる。移輸出額は、縦軸の

100%の部分を底辺、赤枠を上辺とした際の面積

で表される。横幅は生産額の構成比を表している。

(表４) 

 

表４－江ノ島観光地区のスカイライン分析 

 

第一次産業の構成比は最も低く、製造業が最も

高い。自給率は商業が最も高く、鉱業が高くない

構成である。不動産業、建設業も高い自給率とな

っている。サービス業を概観すると、医療・福祉、

教育学習支援業が、域内生産が多く行われている。

宿泊業・飲食サービス業についても生産費率は比

較的高いが、自給率は高い水準にはなく、他と比

較すると特筆する点はあまりなさそうだ。 

 

５．まとめ 

本稿では江ノ島観光地区における産業連関表

の作成を軸に、その産業連関分析を試みた。観光

地としてその名が全国に知られる江ノ島地区で

はあるが、実際の産業構造は高等学校の存在や、

大型商業施設等がないことから、藤沢市、鎌倉市

の市民の住居地であるという側面も有する。今回

は江ノ島観光地区の内部の産業構造に焦点を当

てて研究を進めたが、今後、江ノ島観光地区が神

奈川県に与える影響も考えてみたい。 
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